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はじめに・・・　講師紹介
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深瀬勝範

社会保険労務士、経営コンサルタント

1962年神奈川県生まれ。一橋大学社会学部卒業後、大手電機メーカー、

金融機関系コンサルティング会社、大手情報サービス会社人事部長を経て、
経営コンサルタントとして独立。
人事制度の設計、事業計画の策定等のコンサルティングを行いながら、
執筆・講演活動を展開している。

【主な著書】
『社会福祉法人の事業シミュレーション・モデル』
（中央経済社　2007年）
『図解！「人事」のすべて』　（秀和システム　2011年）

『はじめて人事担当者になったとき知っておくべき、
　⑦の基本。⑧つの主な役割』（労務行政　2012年）
『実践人事データ活用術（第2版）』（労務行政 2012年）　



Ⅰ．組織の健全性診断とは
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Ⅰ-1．「組織の健全性」とは
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成長が持続している

「組織が健全である」とは・・・

経営資源がバランスよく配分されている

組織の健全性をチェックすれば・・・

問題発生の防止、早期の問題解決が可能

事業の継続可能性を高める



Ⅰ-2．組織の体調・体質・体格
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体質
（組織のもつ特徴で、
体調のベースとなる）

体格
（組織の規模で、「体力」に関係する）

体調
（環境により変動しやすく、
組織の好不調を決める）

３つを峻別して、しっかりチェック！３つを峻別して、しっかりチェック！



Ⅰ-3．組織の健全性の捉え方
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体調
「業績向上」に関すること
事業の現在の調子を把握する。
（売上高増加率、営業利益率、不良率・・・）

体質
「組織維持」に関すること
事業の特徴や本質的問題を把握する。
（労働生産性、定着率、年休取得率・・・）

体格 「企業規模」に関すること
体調や体質を捉えるときの前提を把握する。
（資本金、年商、従業員数・・・）



Ⅰ-4．健全性維持のポイント
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「健全性」を維持するポイントは・・・

(1) 業績は、常にチェックすること
　 （体調変化を捉えて、問題を早期に発見）

(2) 業績を安定させ、組織強化を図ること
　 （ムリして体質強化をすると、体調を壊す）

(3) 組織強化により適正規模を保つこと
　 （体格を適切に大きくすれば、体力がつく）



Ⅰ-5．悪いリストラ、良いリストラ
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「業績悪化（体調不良）」に
歯止めをかけつつ、
体質改善を図る。

→　「バランス」重視→　「バランス」重視

悪いリストラ　　　　　　　　　良いリストラ悪いリストラ　　　　　　　　　良いリストラ

「業績悪化（体調不良）」から
脱しようとして、無理な
リストラ（ダイエット）をすると、
「健全性（健康）」を害する。



Ⅰ-6．バランスを診断する
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業績向上 組織維持

現在

将来

今期の利益

開発投資

人件費

教育投資

※　「健全性診断」は、「業績－組織」・「現在－将来」をバランスよく
　　　評価するということ 　（ｃｆ：バランス・スコア・カード）



Ⅰ-7．健全性診断の運用
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「組織の健全性診断は、経営経過の策定や部門ごとの業績評価
を行うときのほか、目標管理の指針等としても活用される。



Ⅱ．項目・基準の設定方法
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【評価項目・評価基準のサンプル】



Ⅱ-1．評価項目・基準の設定の流れ
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(1) 全社の評価項目・基準を設定
　　◆人事部＋各部門責任者のプロジェクトで設定

　　　　することが望ましい
　　◆評価項目、基準は毎年見直し、必要に応じ

て
　　　　改定する

(2)  各部門の評価項目・基準を設定
　　◆各部門責任者が評価項目、基準を毎年申告

→　経営側のみで行うと、組織内に展開できない
　（部門長のマネジメント力向上も兼ねて、焦らずにやること）



Ⅱ-2．評価項目の選定のポイント
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(1) 重要性・優先度が高いものに限定
◆経営において何が重要か明確にすること

　　◆細かい項目を挙げだすと焦点がぼやける
　　◆「漏れなく、ダブりなく（Mutually Exclusive and Collectively 

Exhaustive）」
(2)  データ・数値で捉えられるものが原則

◆目標管理や業績評価に使う以上、客観的な

　　　　データ、数字で捉えられるものであることが原則

(3)  努力により数値の改善が可能なもの

◆改善の見込がないものを評価してもムダ



Ⅱ-3．評価項目の例　～全社の評価項目
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業績向上に関する項目 組織維持に関する項目

現
状
項
目

・売上高成長率
・売上高経常利益率
・原材料費の削減

・昇給率
・正社員比率
・所定外労働の短縮
・年休取得率

将
来
項
目

・売上高研究開発費比率
・新製品売上高比率
・不良率

・売上高教育費比率
・新卒３年間定着率
・公的資格取得件数

【全社の健全性を評価する項目の例】

※各カテゴリーにバランスよく、２～４項目の指標を挙げて、ウェイト付けする。

　　部署ごとの取り組むべき課題は、各部門の「健全性」の評価指標にするとよい。



Ⅱ-3．評価項目の例　～評価項目リスト①
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項目名 算式・定義 備考

売上高成長率 売上増加／前年売上×100 ＰＬ

売上高経常利益率 経常利益／売上高×100 ＰＬ

ＲＯＡ（総資産利益率） 当期純利益／総資産×100 ＰＬ、ＢＳ

ＲＯＥ（自己資本利益率） 当期純利益／自己資本×100 ＰＬ、ＢＳ

フリーキャッシュフローの増加 ＦＣＦ増加額／前年ＦＣＦ×100 ＣＦ計算書

総資産回転率 売上高／総資産 ＰＬ、ＢＳ

原材料費の低減 コスト削減額／目標額×100 生産資料

販売（生産）数量目標達成率 数量実績／目標×100 営業資料

開発プロジェクト完了件数 ＰＪ完了件数／ＰＪ目標×100 技術資料

間接経費削減率 今年度間接費／前年度×100 本部資料

【業績向上・現状項目】



Ⅱ-3．評価項目の例　～評価項目リスト②
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項目名 算式・定義 備考

売上高研究開発費比率 研究開発費／売上高×100 ＰＬ

新製品売上高比率 新製品売上高／売上高×100 営業資料

海外売上高比率 海外売上高／売上高×100 営業資料

1人当たり特許出願件数 特許出願件数／技術者数 技術資料

新規顧客開拓件数 新規開拓件数／目標件数×100 営業資料

顧客満足度調査 評価点（外部機関に依頼） 営業資料

ＨＰページビュー件数 ＰＶ実績件数／目標件数×100 営業資料

不良率（クレーム率） 不良処理額／売上高×100 生産資料

納品日数の短縮 今期納品日数／標準日数×100 生産資料

間接業務時間の短縮 処理時間実績／標準処理時間 本部資料

【業績向上・将来項目】



Ⅱ-3．評価項目の例　～評価項目リスト③
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項目名 算式・定義 備考

労働生産性 付加価値／従業員数 ＰＬ

労働分配率 人件費／付加価値×100 ＰＬ

昇給率 昇給額／前年給与×100 人事資料

欠勤率 総欠勤日数／総労働日数×100 人事資料

正社員比率 正社員／労働者数　×100 人事資料

直間比率（間接比率） 間接人員数／総人員×100 人事資料

所定外労働の短縮 平均残業時間／前年実績×100 人事資料

年休取得率 取得日数／付与日数×100 人事資料

健康診断有所見率 有所見者数／健診受診者数×100 人事資料

労災度数率 延労働損失日数／延実労働時間数 ×　1,000 人事資料

【組織維持・現状項目】



Ⅱ-3．評価項目の例　～評価項目リスト④
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項目名 算式・定義 備考

売上高教育費比率 教育費／売上高　×100 人事資料

１人当たり研修受講時間 総年間研修時間／従業員数 人事資料

想定残余勤続年数 新卒の退職までの年数を統計的に推定 人事資料

新卒３年間定着率 3年後の残人数／入社者数　×100 人事資料

育児・介護休業取得者数 休業取得者数／従業員数 人事資料

管理職平均年齢 月初の管理職の平均年齢 人事資料

女性管理職比率 女性管理職／管理職　×100 人事資料

外国人社員比率 外国人社員／全社員　×100 人事資料

公的資格取得件数 1人あたり資格保有件数 人事資料

従業員満足度調査 評価点（アンケート調査） 人事資料

【組織維持・将来項目】



Ⅱ-4．基準設定の基本的な考え方

①自社の過去実績

②業界水準

（データの蓄積が必要）

（統計のチェックが必要）

③経営的判断 （事業の採算性、成長目標）

評価項目ごとに、配点（ウェイト）と５段階の基準を作成する。
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Ⅱ-5．基準の設定　～採算から設定する①
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（１）　事業シミュレーションに基づき評価基準を設定する場合

今後、売上高やコスト
が変動した場合の
採算性を予測する。

→将来的に、利益を
　　出すことができ、
　　研究開発や人件費
　　にも一定のコストを
　　拠出できる
　　「売上高成長率」、
　　「利益率」、
　　「昇給率」などを
　　算出して、それを
　　各項目の評価基準
　　に用いる。



Ⅱ-5．基準の設定　～採算から設定する②
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売上高

変動費（原材料など）

固定費（人件費除く）

限界利益

人件費控除前営業利益

人件費（給与、福利費など）

営業利益

－

－

－

一定の率で増加するものと仮定

自社の過去のデータを分析し
●変動費と固定費の区分け
●売上高増加に伴う人員増の予測
●年ごとの給与単価の増加の予測
などを行う。

→　「回帰分析」※を行う

自社の過去のデータを分析し
●変動費と固定費の区分け
●売上高増加に伴う人員増の予測
●年ごとの給与単価の増加の予測
などを行う。

→　「回帰分析」※を行う

※（Ｘ1、Ｙ1）、（Ｘ2、Ｙ2）･･･のように

　組になった複数のデータについて、
　Ｘ により Ｙ がどのように説明

　できるのかを分析する手法　



Ⅱ-5．基準の設定　～採算から設定する③
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過去５年間の売上高とコストのデータから、「変動費率」と「固定費」を出せば、
売上高が増加した場合に支出されるコストが算出できる。

【回帰分析の具体例】

エクセルを使って、売上高とコストの回帰分析を行う



Ⅱ-5．基準の設定　～採算から設定する④
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エクセルを使えば、回帰分析は簡単にできる。
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Ⅱ-6．基準の設定　～業界水準から設定する①

（２）　業界水準と比較して評価基準を設定する場合

統計から、業界水準のデー
タを抽出し、そこから基準
を設定する。

【例】
Ａ：業界上位70%以上と

　　なる利益率
Ｂ：上位70％未満60％
　以上となる利益率
Ｃ：上位60％未満自社の

　過去平均以上
Ｄ：自社の過去平均未満
　上位50％以上
Ｅ：業界上位50％未満＜活用できる統計＞

●　経済産業省　「企業活動基本調査」
●　財務省　「法人企業統計」
●　厚生労働省　「就労条件総合調査」　など
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Ⅱ-6．基準の設定　～業界水準から設定する②

　賃金水準は業界相場よりも
　「高い」、「低い」、どちらがよいか？

　品質重視の事業戦略を有し、優秀人材の確保が
　必要ならば、「高い」ほうがよい。
　コスト重視の事業戦略で、人件費を低く抑えたい
　ならば、「低くて」も構わない。

業界水準よりも「高くするか、低くするか」は、

事業戦略によって決まる（通説に惑わされないように注意）



Ⅲ．健全性診断の活用
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Ⅲ-1．組織の健全性診断の活用
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(1) 問題を的確に把握し、迅速に対応する
◆半期ごと、年度に評価点を算出。社内に公表し、

　　　　事業計画の策定に役立てる
　　◆経営資源の配分を検討するときの参考資料

に
　　◆データ蓄積により問題解決の「ツボ」をつかむ

(2)  部門業績賞与の配分に用いる

◆組織単位で支給する賞与の配分に用いる
　 　◆評価項目の共有により、チームワークが高まり、

　　　　コミュニケーションも活性化される
　　◆目標管理の形骸化を防ぐうえでも効果的



Ⅲ-2．レーダーチャートによる診断
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11ページの評価項目・基準に基づき

採点した結果をレーダーチャート化。
健全性について「見える化」する。

とくに「業績偏重」・「現状偏重」の
場合に、今後発生しうるリスクを捉え、
早めに対策を講じることがポイント。
（＝評価点を高めることも大事だが、
より重要なことは項目間のバランス
を維持すること。）

とくに「業績偏重」・「現状偏重」の
場合に、今後発生しうるリスクを捉え、
早めに対策を講じることがポイント。
（＝評価点を高めることも大事だが、
より重要なことは項目間のバランス
を維持すること。）



Ⅲ-3．関係図による対応の検討
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各評価項目の関連を図式化したもの。数年分のデータが蓄積されると、ある項目変動が
数年後にどのような影響を及ぼすか、読めるようになってくる。



Ⅲ-4．賞与配分への活用
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賞与の一定割合を「部門業績連動賞与」として、
各部門の健全性診断の評価点に応じて配分する。

基本配分

個人成果配分

部門業績連動

４０％

４０％

２０％
【健全性診断の評価点】

90点以上＝標準支給額×1.5
80点以上＝標準支給額×1.2
70点以上＝標準支給額
70点未満＝標準支給額×0.8
60点未満＝標準支給額×0.5

「標準支給額」は、役職ごとに
決定する。



Ⅳ．まとめ
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Ⅳ-1．健全性診断を実施した事例

32

（「健全性診断」、「部門業績評価制度」などの名称を用いて、）

組織単位で業績を評価し、事業計画策定などに
活用している事例が増えてきている。

【過去に当方が関係した事例】
①　業種：メーカー、流通業、商社、サービス業・・・
②　規模：一部上場企業、中小企業（社員50名）、ベンチャー・・・

③　形態：営利企業のほか、学校法人、社福法人、医療法人・・・

※　ちなみに、うまくいかなかった事例は…
(1)  評価項目に凝すぎる。現場からデータを強引に集めようとする。
(2)  運営サイドが、（評価だけして）データや結果を公表しない。
(3)  人事が、部門間で処遇に格差をつけることにこだわりすぎる。
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人事情報DB

個人属性

職務歴

研修歴

評価歴

勤怠ﾃﾞｰﾀ 給与ﾃﾞｰﾀ

勤怠管理 給与計算

加工・分析は
ＢＩシステム

（Business　Intelligence)

Download

昇格検討

人材マップ

経営計画

世間水準

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

人件費分析

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

組織診断

データ蓄積と定型処理
は、基幹システム

連携

財務DB

収支状況

Ⅳ-2．必要な情報インフラのイメージ
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今や、人事部門には新たな役割が求められている。

従来の人事部門

労務管理と給与計算を

行う「業務処理部門」

人材の最適配置や
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活性化を
図る「経営企画部門」

これからの人事部門

Ⅳ-3．人事部門の新たな役割

就業規則と計算機を使う事務屋から・・・　　　　情報とＩＴ機器を使いこなす企画屋へ
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可能なところから、

是非、お試しください！
（経営幹部で「全社の健全性指標」を作成する等）

ご静聴

ありがとうございました！


